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若者の活躍推進に向けた現在の課題と具体的方策

就職活動

学び直しをしようとしても、
三重苦が存在
①教育資金、②企業の人材育成

ニーズに対応したプログラム、③

学び直し後の就職先

ニート、フリーター等に
対し、十分なカウンセリ
ングを行う体制でない
ハローワークも存在

職業意識の欠如や根強
い大企業志向から、ミス
マッチが発生（※）

「就活」の早期化・
長期化が学修や
海外留学を阻害

若年層による起業
は過去最低水準

就職

未就職

起業 昇進・
転職

高校生・
大学生

求職
活動

卒業

※ 年間約１１万人の大学生が未就職のまま卒業
（一時的な職を含み、進学者を除く。）

教育 社会人

非正規

正規雇用

中小企業の場合、
能力開発面で不安

こうした課題に対し、次の施策を重点的に実施
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就職活動

就職

未就職

起業 昇進・
転職

高校生・
大学生

求職
活動

教育 社会人

非正規

民間の知恵を活用

したキャリア教育、就
職支援機能の向上、
中小企業の魅力発信

４．ビジネスコンテストを
活用した起業の促進

３．未来の地域経済を支
える人材を共同で育成

卒業

２．時期の後ろ倒し
を含めた就活

システムの見直し

６．企業ニーズに
即した社会人の
学び直し支援

５．ハローワークに
おける思い切った

民間活用

正規雇用

若者人材の育成体制を抜本的に強化 → 企業の生産性・経済活力向上
２

１
．



教育界経済界

企業ニーズにあった
社会人学び直しの推進

留学生倍増
（例：入試でのTOEFL採用）

政府による就労支援
への協力

・ジョブ・カード関連業務
・未就職卒業生への支援

起業支援・
中小企業の魅力発信

３

４

４

設置
支援

大学３年夏からでも留学可能に

社会人・企業への支援
中小企業間での
人材交流の促進や
ビジネスコンテストを
活用した起業支援

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
お
け
る
思
い
切
っ
た
民
間
活
用
の
推
進
、

求
人
情
報
シ
ス
テ
ム
の
情
報
共
有

選定された
プログラム
への支援

政 府

インターン
シップ先
あっせん

高校・大学・専門学校
等と地域産業界とが
調整する仕組み

相互
協力

３

３

政府・経済界・教育界がそれぞれ取り組むべき方策

○ 政府、経済界、教育界がそれぞれの役割分担の下、以下の取組を進める。

人材
派遣

支援
要請

社会人学び直しの推進

キャリア教育への協力

１

２

大学改革の実行

１

キャリア教育の充実、
早期のインターンシップ

２

大学３年生までは
学業優先

採用活動時期の後ろ倒し

５



１．企業ニーズに即した社会人の学び直し
２．就職活動システムの見直し
３．ハローワークにおける思い切った民間活用
４．民間の知恵を活用したキャリア教育、就職支援機能の向上
５．未来の地域経済を支える人材を共同で育成

４



検討の方向性

〇 専門学校・大学・大学院等により、企業ニーズに対応したオーダーメイド型の教育プログラム（１年程
度～）を開発し、キャリア・アップ、キャリア・チェンジによる円滑な労働移動を実現（プログラムに対して
５年程度継続して支援）

（人材需要のある理工系、IT、グローバル人材等育成及び育休中、育休明け等の男女の円滑な職場復帰支援）

１．企業ニーズに即した社会人の学び直し

５

若者・女性活躍推進支援策（案）

企業

若者・女性
社会人

応募

若者・女性活躍推進
支援プログラム選定

委員会

大学・大学院・短大
高専・専門学校

地域の企業、経済団体、
地方公共団体等

委員等の協力

文部科学省

連携・プログラム作成

（海外インターンシップ・
留学等を含む）等

厚生労働省

人活支援ビジネ
スによるマッチ
ング・コンサル

ティング

学び直し後、復職

若者・女性が直面する課題の解決のため大学等における学び直し（再チャレンジ）を支援する
（特に理工・グローバル人材養成を中心に）（５年程度継続）

経済界

学び直し支援金

非正規を含
めた自社職
員に支給

企業に雇用され
ていない若者・
女性に支給

選定されたプログ
ラムに対して専任
教員・スタッフ等
の経費補助

※国・経済界に加えて、地方自治体からも、地元
企業に就職する等の一定の条件を満たした場合
に、学費を追加支援することも想定

再チャレンジ
育成支援金

河田委員提出資料



２．就職活動システムの見直し

後ろ倒しに伴う課題

就職活動時期の現状と課題

日本経団連
倫理憲章

【H25.3卒以降】

検討の方向性

卒業前年度 卒業年度
12月 4月

採用選考活動

広報活動

6月

採用選考活動（内々定）

後ろ倒し

３年生までは学業
に集中 留学生

帰国

※学生によっては1年4か月間就活

8月
（夏季休暇）

広報活動

① 大学においても社会の求める人材を育成するための取組を強力に推進。
② 中小企業の魅力発信を強化するなど一層の対策が必要。
③ ミスマッチ解消のため、インターンシップに参加する大学生の数の目標設定を行った上で、
早期のインターンシップ・キャリア形成支援などが必要。

④ 留学生数の具体的な目標設定を行った上での踏み込んだ施策推進が必要。
⑤ 国家公務員採用試験の取扱いについても検討する必要。

（現状：総合職の例）
（４月～５月：１次・２次試験 ６月 ：最終合格発表（→その後官庁訪問）７月中旬：各府省庁内々定解禁

６

○ 長期化・早期化する就職活動が学生に大きな負担となっている。
〇 学生の成長が最も期待される３年次後半の教育に支障が生じている。
○ 学生は、３年次秋から４年次５・６月までの留学をあきらめざるをえない状況。

現在の課題

8月１日３月１日



就職活動時期の後ろ倒しに伴う環境整備について（案）

就職活動時期を後ろ倒しにした場合のスケジュールと支援策（イメージ）

【留学生数倍増】＜産業競争力会議において検討中＞ 【文】

○日本人の海外の高等教育機関への留学者数の倍増

→６万人から１２万人へ（2030年まで）

○留学生数増加に向けた経済的支援の抜本的拡充 等

【留学生
数倍増】

○大学入

試への
TOEFL等の
活用
＜産業競争
力会議にお
いて検討中
＞【文】

【初中教育
からのキャ
リア教育の
実施】

○地域キャリ

ア教育支援協
議会設置促進
事業
＜25年度新規＞
【文】

○高校におけ

るキャリア教
育総合推進事

業
＜25年度新規＞
【文】

夏季休暇 春季休暇 夏季休暇

中小企業等における
インターンシップの充実

内
定
解
禁

入
社

入試

キャリア教育の実施
インターンシップの早期実施

未就職・未進学者未内定者

１０月

高校生
大学
１年生 大学３年生 大学４年生 卒業生

大学
２年生

留学生

帰国

中小企業
合同説明会

大 学 改 革 の 実 行

【地域の中小企業におけるインターンシップの充実・

初年度からの実施・マッチング】

○ 地域中小企業の人材確保・定着支援事業（合同説明

会等のマッチング支援を全国的に展開等）【経】

○ 「若者応援企業宣言」事業の推進＜25年度新規＞【厚】及び

新卒応援ハローワーク等によるマッチング支援のさらな

る拡充【厚】

○ キャリア教育や就職支援について大学等と地域産業

界とが調整する仕組みの設置・支援

＜若者・女性活躍推進フォーラムにおいて検討中＞ 【文】

広報活動の開始
・就職情報サイト等への
登録

・企業説明会
・エントリーシート提出 等

採用選考開始
（内々定）

７

【ミスマッチ解消のた
めの施策の実施】

○ ジョブ・カード
制度を利用した
雇用型訓練の拡
充＜24 年度補正＞【厚】

○ 新卒応援ハロー
ワーク等による未
就職卒業者への継
続的支援【厚】

○ 紹介予定派遣
の活用による学
卒未就職者に
対する支援
＜産業競争力会議におい

て検討中＞【厚】

【中小企業の魅力
発信・マッチング】

○ 新卒者就職応
援プロジェクト（職
場実習を支援）
＜24 年度補正＞【経】

○ ジョブ・カード
普及サポーター
企業の魅力発信
強化＜25年度新規＞【厚】

○ 「若者応援企
業宣言」事業の
推進（再掲）及び新
卒応援ハロー
ワーク等による
マッチング支援の
さらなる拡充（再掲）

【厚】

【大学教育の質的転換】【文】
○ 教員の教育力向上への支援、国際的に信頼感の高い教育システムの整備 等

【ミスマッチ解消のための施策の実施】【文】
○ 地域企業と大学等の連携による産業界のニーズに対応したカリキュラムの策定等

注）広報活動：採用を目的とした情報を学生に対して発信する活動。採用のための実質的な選考とならない活動。採用選考活動：採用のための実質的な選考を行う活動。採用のために参加が必須となる活動。



３．ハローワークにおける思い切った民間活用

検討の方向性
〇 ハローワークの業務等における民間活用

大量のあっせんはハローワークで効率的に対応しつつ、
① 十分なカウンセリングを行う体制にないハローワークでは、雇用型訓練等へのカウンセリングやジョブ・カード
関連業務を民間事業者（ニート・フリーター等に対するカウンセリング経験を持つ者）に委託

② 民間事業者等もトライアル雇用奨励金等の対象に
③ ハローワーク求人情報の民間との共有

〇 ジョブ・カード制度の推進
① ジョブ・カードを活用した雇用型訓練の推進

② 派遣労働者のキャリア・アップ支援にジョブ・カードを活用

現在のハローワーク 今後のあり方

求職者が絞り込んだ求人
等を窓口相談、紹介

求人情報システム
（ネット掲載部分のみ民間も共有）

職業訓練に向けた
カウンセリング

効率的な大量あっせんや
生活困窮者等への対応は引き続き

ハローワークが実施

職業経験があり
自立的に就職活
動ができる人へ
の対応

８

ニート、フリーター、
長期失業者（カウ
ンセリング、職業
訓練が必要）

○ ハローワークの求人情報システム
で検索可能な分も情報共有し、民間
のあっせんにも活用

○ 民間のカウンセリングの経験・
ノウハウを活用

○ 民間事業者等によるあっせんも
トライアル雇用等の助成対象とする

民
間
活
力
を
最
大
限
活
用

求
職
者
の
タ
イ
プ



４．民間の知恵を活用したキャリア教育、就職支援機能の向上

検討の方向性

〇 地域の大学等と産業界との調整を行う仕組みの設置・支援を通じ、キャリア教育から地域中小企業の
魅力発信を含めたマッチング、就職まで一貫して支援する体制を強化。

〇 民間の紹介予定派遣を活用し、研修、OJT、マッチングを通じた正社員化を促進。

９

５．未来の地域経済を支える人材を共同で育成

検討の方向性

○ 「地域人材育成コンソーシアム（仮称）」の設置により、例えば以下の取組を実施。
① 地域の中小企業の間で出向等を容易にできる仕組みを構築、
② 一社のみでは困難な研修の企画や教育訓練のための助成金の申請を共同で実施、
③ 職業訓練の欠員情報を把握し、会員企業への情報伝達、希望の集約、申込みを一元的に実施。


